
滋賀県企業庁簡易公募型プロポーザル方式実施要綱 

 

 滋賀県企業庁が発注する水道事業および工業用水道事業に係る調査、設計等の

業務についての簡易公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選

定・特定手続については、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)、地方自治法施行

令(昭和 22 年政令第 16 号。以下｢施行令」という。)、滋賀県公営企業会計規程（昭

和 47 年 10 月 16 日滋賀県企業庁規程 10 号。以下「会計規程」という。）その他

の法令に定めるもののほか、この要綱の定めるところによるものとする。 

 

1 対象業務 

 本要綱の対象業務は、｢滋賀県企業庁建設コンサルタント等のプロポーザル方

式に基づく特定手続実施要綱｣(以下｢特定手続実施要綱｣という。）記１各号に

掲げる業務で公募型プロポーザル方式の対象業務を除く業務とする。 

２ 参加表明書の提出 

（１）企業庁長は、技術提案書の提出者を選定するため、当該業務に係る特定調

達契約競争入札参加有資格者名簿に登録されている者を対象として、本手続

への参加の希望を表明する書類(以下｢参加表明書｣という。)の提出を求める

ものとする。 

（２）参加表明書の提出期限は、５(１)の説明書の交付を開始した日の翌日から

起算して１０日（滋賀県の休日を定める条例（平成元年滋賀県条例第 10 号）

第１条に規定する県の休日（以下「休日」という。）を含む。）とする。た

だし、やむを得ない事情があるときは、３日以内に限り短縮できるものとす

る。 

３ 参加表明書の内容 

 参加表明書には、当該業務の特性に応じて企業庁長が次に掲げる事項の中か

ら選択したものを記載させるものとする。 

（１）建設コンサルタント登録規定(昭和 52 年 4 月 15 日建設省告示第 717 号）

その他の登録規定に基づく登録状況 

（２）保有する技術職員の状況 

（３）同種または類似業務の実績 

（４）当該業務の実施体制 

（５）その他企業庁長が必要と認める事項 

４ 手続開始の公告 

（１）企業庁長は、参加表明書の提出を求める場合には、次に定める事項につい

て、県ホームページ、掲示等により公告するとともに、その概要を公表する

ものとする。 

①業務の概要（業務名、業務内容および履行期限） 

②技術提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案書の提出者を選

定するための基準 

③技術提案書を特定するための評価基準 

④説明書の交付期間、場所および方法 

⑤参加表明書の提出期限、場所および方法 

⑥技術提案書の提出期限、場所および方法 

⑦関連情報を入手するための紹介窓口 

⑧その他企業庁長が必要と認める事項 

（２）（１）の公告は、別添１の公告例によるものとする。 

５ 説明書の交付 

（１）４（１）の公告後速やかに、次に定める事項を記載した説明書の交付を

開始するものとし、技術提案書の提出期限の日の前日まで交付するものとす

る。 



①業務の概要 

②参加表明書の作成様式および記載上の留意事項 

③参加表明書の提出期限、場所および方法 

④説明書に不明の点がある場合の質問の受付方法、受付窓口、受付期間および

その回答方法 

⑤技術提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案書の提出者を選

定するための基準 

⑥非選定理由に関する事項 

⑦技術提案書の作成様式および記載上の留意事項 

⑧技術提案書の提出期限、場所および方法 

⑨技術提案書を特定するための評価基準 

⑩非特定理由に関する事項 

⑪苦情申立てに関する事項 

⑫書類等の作成に用いる言語、通貨および単位 

⑬公告の写し、契約書案、仕様書案 

⑭支払条件 

⑮その他企業庁長が必要と認める事項 

（２）（１）の事項ならびに次に掲げる事項を説明書において明らかにするも

のとする。 

①参加表明書および技術提案書は、説明書において示す様式により作成するこ

と 

②提出期限までに参加表明書を提出しなかった者および技術提案書の提出者

として選定された旨の通知を受けなかった者は、技術提案書を提出できない

こと 

③参加表明書および技術提案書の作成および提出に係る費用は、提出者の負担

とすること 

④提出期限以降における参加表明書および技術提案書の差し替えおよび再提

出は認めないこと 

⑤提出された参加表明書は、返却しないこと 

⑥提出された参加表明書および技術提案書は、提出者に無断で使用しないこと 

⑦参加表明書および技術提案書に記載した予定技術者は、病床、死亡、退職等

の極めて特別な場合を除き変更することはできないこと 

⑧参加表明書および技術提案書に虚偽の記載をした場合は、参加表明書および

技術提案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して入札参加停

止基準に基づく入札参加停止を行うことがあること 

（３）（１）および(２)に掲げる説明書は、別添２の説明書例によるものとする。 

６ 技術提案書の提出者の選定 

（１）企業庁長は、４（１）の公告および５（１）の説明書において明示した

技術提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案書の提出者を選

定するための基準に基づき、参加表明書を提出した者の審査を行い、参加表

明書を提出した者の中から技術提案書の提出者を３から５者程度選定し、技

術提案書の提出者として選定した旨の通知を行うとともに、技術提案書の提

出要請書を送付するものとする。 

（２）（１）の通知から技術提案書の提出までの期間は、２５日間以上（休日

を含む。）とする。ただし、やむを得ない事情があるときは、１０日以内に

限り短縮できるものとする。 

（３）企業庁長は、技術提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案

書の提出者を選定するための基準の決定ならびに参加表明書を提出した者

の審査に当たっては、企業庁建設工事等契約審査会および滋賀県建設工事等

契約審査委員会を活用するものとする。 



（４）技術提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案書の提出者を

選定するための基準は、３に掲げる事項について定めるものとする。 

７ 非選定理由の説明 

（１）企業庁長は、参加表明書を提出した者のうち当該業務について技術提案

書の提出者として選定しなかったものに対して、選定しなかった旨および

選定しなかった理由（以下｢非選定理由」という。）を書面により通知する

ものとする。 

（２）（１）の通知を受けた者は、通知をした翌日から起算して７日（休日を

含まない。）以内に、書面により、企業庁長に対して非選定理由について

の説明を求めることができるものとする。 

（３）企業庁長は、非選定理由についての説明を求められたときは、説明を求

めることができる最終日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）

以内に、書面により回答するものとする。 

（４）（１）から（３）までに掲げる事項については、５（１）の説明書にお

いて明らかにするとともに、（２）に掲げる事項については、（１）の通

知において明らかにするものとする。 

（５）（１）の通知は、６（１）の通知と同時に行うとともに、非選定理由に

ついては、４（１）の公告および５（１）の説明書において明示した技術

提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案書の提出者を選定す

るための基準の各項目のいずれの観点から選定しなかったかを明らかにす

るものとする。 

（６）企業庁長は、（３）の回答内容を審査委員会に報告するものとする。 

８ 特定手続実施要綱の準用 

 技術提案書の特定手続その他本要綱に定めのない事項については、特定手続実

施要綱によるものとする。 

 

 

 

付 則 

この要綱は、平成 28 年 4 月 8 日から施行する。 

この要綱は、平成 29 年 4 月 7 日から施行する。 


